
事業年度終了

事業報告書等の期限内提出未済法人に対する対応方針　フロー図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提出期限（毎事業年度初めの３月以内：条例第9条）

時　　期

提出期間

期限から２週間後

未提出（提出：法第29条）

期限から２月後

③の督促状の送付から１月後

①電話等で督促

期限から６月後

⑤の回答期限から２月後も
合理的な回答がない場合
又は　法人が回答の提出予
定日までに提出がない場合

②の督促状の送付から１月後

④過料事件通知（法第80条第5
号）
過料事件通知後、愛媛ボランティアネット
ホームページに、法人名、代表者名、通知
日、通知理由を掲載する。

※簡易書留

⑥弁明の機会の付与

※簡易書留③全役員に対し督促状送付

②代表に対し督促状送付

⑤報告徴収（法第41条第1項）

（「法」特定非営利活動促進法、｢条例」特定非営利活動促進法施行条例）

①聴聞①聴聞①聴聞①聴聞

②設立認証の取消し②設立認証の取消し②設立認証の取消し②設立認証の取消し
　　　　　　　　（法第43条第1項）（法第43条第1項）（法第43条第1項）（法第43条第1項）

弁明書の提出期限を経過し
ても弁明書の提出がない場
合　又は　提出された弁明書
に合理性がない場合

⑦改善命令（法第42条）

　３事業年度継続して　３事業年度継続して　３事業年度継続して　３事業年度継続して
提出がない場合、提提出がない場合、提提出がない場合、提提出がない場合、提
出期限後すみやかに出期限後すみやかに出期限後すみやかに出期限後すみやかに
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